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神
奈
川
ネ
ッ
ト 

渡
部
　
市
代

事業系ごみ削減の

ための環境啓発シ

ステム構築を望む

　
問
　
持
続
可
能
な
社
会
を
目
指
す
に
は
、

二
十
一
世
紀
を
環
境
の
世
紀
と
し
な
い
限

り
、
人
類
に
未
来
は
な
い
と
言
わ
れ
て
い

る
。
環
境
問
題
は
、
地
球
環
境
、
自
然
環

境
、
公
害
、
ご
み
、
資
源
枯
渇
な
ど
多
種

多
様
に
わ
た
る
が
、
こ
れ
ら
の
共
通
点
は

人
類
の
活
動
に
起
因
し
て
い
る
こ
と
で
あ

る
。
年
々
増
加
す
る
ご
み
の
処
理
経
費
や

産
業
廃
棄
物
の
最
終
処
分
場
の
問
題
な
ど

が
山
積
し
て
い
る
中
、
家
庭
と
事
業
系
の

ご
み
削
減
を
ど
の
よ
う
に
進
め
る
の
か
。

ま
た
、
事
業
系
ご
み
の
削
減
の
た
め
、
Ｉ

Ｓ
Ｏ
や
エ
コ
ア
ク
シ
ョ
ン
21
へ
の
ス
テ
ッ

プ
に
も
な
る
市
独
自
の
中
小
企
業
向
け
環

境
啓
発
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
な
い
か
。

　
答
　
ご
み
削
減
に
つ
い
て
は
、
三
市
と

高
座
清
掃
施
設
組
合
が
作
成
し
た
一
般
廃

棄
物
処
理
基
本
計
画
の
ご
み
五
〇
％
削
減

に
基
づ
き
、
収
集
回
数
を
資
源
ご
み
は
二

週
に
一
回
を
毎
週
一
回
に
、
可
燃
ご
み
は

週
三
回
を
二
回
に
変
更
す
る
な
ど
収
集
体

制
の
見
直
し
を
検
討
し
て
い
る
。
事
業
系

の
ご
み
は
、
市
内
事
業
所
か
ら
の
排
出
量

が
年
々
増
加
し
て
お
り
、
こ
れ
ら
に
は
本

来
資
源
で
あ
る
紙
類
等
が
混
入
し
て
い
る

た
め
、
市
内
業
者
に
資
源
化
の
徹
底
と
ご

み
発
生
の
抑
制
に
つ
い
て
協
力
を
要
請
す

る
。
環
境
啓
発
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
は
、

事
業
所
の
規
模
、
目
的
に
合
っ
た
市
独
自

の
シ
ス
テ
ム
構
築
に
取
り
組
み
た
い
。

（
他
に
「
市
民
参
加
の
ま
ち
づ
く
り
に
つ

い
て
」
を
質
問
）

市
民
が
納
得
で
き
る
東
名
イ

ン
タ
ー
調
査
と
情
報
提
供
を

日
本
共
産
党 

上
田
　
祐
子

　
問
　
現
在
の
東
名
イ
ン
タ
ー
の
費
用
計

算
は
、
分
離
で
き
な
い
は
ず
の
周
辺
用
地

費
用
を
除
い
て
五
百
億
円
を
二
百
億
円
に

変
更
し
た
り
、
必
要
に
な
る
ア
ク
セ
ス
道

路
整
備
費
用
を
ま
っ
た
く
試
算
し
て
い
な

い
状
態
で
あ
る
。
イ
ン
タ
ー
設
置
の
効
果

を
示
す
費
用
便
益
費
も
七
市
一
町
の
も
の

の
み
で
、
綾
瀬
市
独
自
の
計
算
が
な
い
上
、

報
告
の
た
び
に
数
字
が
変
わ
っ
て
い
る
。

市
民
の
判
断
材
料
と
し
て
ふ
さ
わ
し
い
調

査
か
検
討
し
直
す
べ
き
で
は
。
市
民
へ
の

説
明
は
、
デ
ー
タ
の
持
つ
意
味
が
伝
わ
る

よ
う
に
分
か
り
や
す
く
工
夫
す
べ
き
で
は
。

な
お
、
綾
瀬
市
の
費
用
負
担
が
必
要
に
な

っ
た
場
合
は
、
撤
退
す
る
考
え
か
。

　
答
　
当
初
の
経
費
は
、
横
浜
青
葉
イ
ン

タ
ー
を
参
考
に
試
算
し
た
た
め
、
五
百
億

円
余
に
な
っ
た
こ
と
を
理
解
願
い
た
い
。

議
会
へ
の
説
明
で
は
、
限
ら
れ
た
時
間
の

中
で
、
知
り
得
た
情
報
は
す
べ
て
説
明
し

た
つ
も
り
で
あ
る
。
年
度
末
に
で
き
上
が

る
概
要
書
は
、
地
域
別
説
明
会
の
中
で
、

市
民
に
分
か
り
や
す
く
懇
切
丁
寧
に
、
質

疑
を
受
け
な
が
ら
説
明
を
し
て
い
き
た
い
。

な
お
、
費
用
負
担
に
つ
い
て
は
、
本
市
が

各
市
に
呼
び
か
け
設
置
し
た
促
進
協
議
会

と
し
て
県
へ
要
望
し
て
い
る
た
め
、
本
市

だ
け
の
問
題
で
は
な
い
と
考
え
て
お
り
、

仮
に
県
が
負
担
し
な
い
場
合
は
、
改
め
て

促
進
協
議
会
に
諮
り
決
定
し
て
い
き
た
い
。

（
他
に
「
市
民
と
と
も
に
進
め
る
ご
み
減

量
対
策
を
」
を
質
問
）

墓
園
の
維
持
管
理
の
改
善
と

今
後
の
整
備
計
画
の
説
明
を

あ
や
せ
市
民
会
議 

中
野
　
昌
幸

　
問
　
第
二
次
墓
園
整
備
事
業
が
凍
結
、

延
期
さ
れ
た
と
聞
き
大
変
残
念
に
思
う
が
、

今
後
の
方
向
は
。
墓
園
の
維
持
管
理
の
現

状
は
、
と
て
も
利
用
者
の
満
足
で
き
る
状

況
で
な
く
、
ト
イ
レ
等
は
悲
惨
な
状
況
で

あ
り
、
も
っ
と
清
掃
管
理
を
徹
底
し
て
は

ど
う
か
。
船
橋
市
の
市
営
霊
園
で
深
夜
二

百
七
十
八
基
の
墓
石
等
が
破
壊
さ
れ
る
と

い
う
悪
質
な
事
件
が
起
き
、
事
件
後
、
入

口
の
施
錠
徹
底
と
夜
間
の
警
備
強
化
を
始

め
た
そ
う
だ
が
、
本
市
で
も
夜
間
の
施
錠

を
徹
底
し
な
い
か
。
ま
た
、
墓
園
の
維
持

管
理
委
託
に
年
間
四
百
万
円
強
を
費
や
し

て
い
る
が
、
広
く
民
間
入
札
を
行
い
よ
り

安
く
効
果
的
な
方
法
は
と
れ
な
い
か
。

　
答
　
第
二
次
墓
園
整
備
事
業
に
つ
い
て

は
、
整
備
計
画
検
討
委
員
会
の
答
申
に
基

づ
き
省
土
型
納
骨
堂
を
予
定
し
て
い
た
が
、

地
質
調
査
の
結
果
コ
ス
ト
高
に
な
る
と
の

こ
と
か
ら
凍
結
し
見
直
し
て
い
る
。
墓
園

の
維
持
管
理
に
つ
い
て
は
、
委
託
先
の
あ

や
せ
ク
リ
エ
イ
ト
と
調
整
し
、
墓
園
環
境

の
改
善
に
努
め
て
い
く
が
、
ト
イ
レ
に
つ

い
て
は
簡
易
水
洗
ト
イ
レ
の
よ
う
な
も
の

を
設
置
す
る
方
向
で
検
討
し
て
い
き
た
い
。

施
錠
に
つ
い
て
は
、
利
用
者
か
ら
の
要
望

に
よ
り
途
中
か
ら
施
錠
し
な
く
な
っ
た
と

の
こ
と
で
あ
り
、
大
変
難
し
い
。
ま
た
、

維
持
管
理
委
託
に
つ
い
て
は
、
市
の
契
約

規
則
に
基
づ
い
て
対
処
し
て
い
き
た
い
。

（
他
に
「
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
」
を

質
問
） 

　児童扶養手当は、母子家庭等の生活の安定と自立を促進するために設けら
れている制度であり、一般世帯に比較して収入が少なく、長引く不況により
ますます厳しい生活が強いられている母子家庭等を支える大きな役割を果た
している。
　しかし、国においては、離婚の増大に伴い児童扶養手当の受給者が増大す
る状況から、児童扶養手当法を改正し、支給期間が５年を超える場合は政令
により手当の２分の１以内で減額を行うこととしており、この減額が実施さ
れれば母子家庭等の児童の成長に伴って養育費が増大する時期を直撃するこ
とになる。
　これは、すべての母子家庭等の児童が、心身ともに健やかに育成されるた
めに必要な諸条件と、その母等の健康で文化的な生活を保障する母子及び寡
婦福祉法の基本理念に反するものである。
　よって、国においては、児童扶養手当の減額の延期若しくは削減の率を緩
和するよう強く要望する。
　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　　平成１６年１２月１７日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　綾瀬市議会議長　中　村　清　法
　
　衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣
　総務大臣　財務大臣　厚生労働大臣　　あて

児童扶養手当の減額に対する意見書
　平成１６年度政府予算においては、地方交付税及び臨時財政対策債の大幅
な削減により、地方財政運営に支障を来たすとともに、地方の信頼関係を損
ねる結果となった。
　平成１７年度政府予算編成においては、平成１６年度予算のような大幅な
削減が行われることのないよう、国は誠実に対応し、国と地方の信頼関係を
構築し、住民サービスの低下を来たさないようにすべきである。
　よって、国は、平成１７年度政府予算編成に当たり、「地方交付税の所要
総額」が確実に確保されるよう、次の事項についてその実現を求めるもので
ある。

１　昨年のような地方交付税等の大幅な削減により、地方公共団体の財政運
営に支障を来たすことのないよう、平成１７年度の地方交付税総額は、少
なくとも平成１６年度の水準以上を確保すること。
２　税源移譲に伴い、財政力格差が拡大する財政力の弱い地方公共団体に対
しては、地方交付税の財源調整・財源保障を強化して対応すること。
３　地方財政計画上の歳出と決算との乖離については、投資的経費と経常的
経費の実態を踏まえ、一体的に是正すべきであり、一方的な、不合理な削
減は絶対認められないこと。
　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　　平成１６年１２月１４日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　綾瀬市議会議長　中　村　清　法　

　衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣　内閣官房長官
　郵政民営化・経済財政政策担当大臣　総務大臣　財務大臣　　あて

平成１７年度地方交付税所要総額確保に関する意見書

１月９日、毎年恒例の駅伝競走大会が開催され、好天の中、会場の
市民スポーツセンターは大勢のアスリートの熱気にあふれていました

１２月定例会で可決された意見書月定例会で可決された意見書１２月定例会で可決された意見書


